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　東京大学気候システム研究センターは、 伊藤忠商事株式会社、 東京海上日動火災保険株式会社、 日
本電信電話株式会社環境エネルギー研究所と連携し、 地球温暖化に伴う自然災害の発生や農業への影響
などを予測する研究を始めた。 気候変動に関連した本格的な産学連携は国内では初めてである。 この
研究では、 気候変動解析シミュレーションを基本に、 気候・環境・社会システムの統合モデルを開
発する。 日本各地の災害発生予測のほか、 北米やアジアなど地域ごとに気候変動によるコメや小麦な
どの収穫高の変化の分析も行う。 台風やサイクロンのもたらす経済的損害をまとめた報告書によると、
1990年以降異常気象発生数や保険支払額共に増加傾向にあり、 温暖化による現象が社会にもたらす影
響に民間企業も着目している。 今回のプロジェクトでは、 気候変動が与える損害保険への影響、 通信
設備に被害をもたらす雷発生数の変化、 データを利用した食糧輸入戦略の策定などが検討される。
　東京大学気候システム研究センターは、学内の
研究センターのほか、伊藤忠商事株式会社、東京
海上日動火災保険株式会社、日本電信電話株式会
社環境エネルギー研究所と連携し、地球温暖化に
伴う自然災害の発生や農業への影響などを予測す
る研究を始めた。「気候・環境問題に関わる高度複
合系モデリングの基盤整備」と称するプロジェク
トは、３年計画で、今後 100 年間に日本各地で起
きる可能性ある災害を予測するほか、北米やアジ
アなどの穀物生産高の変動を研究する。気候変動
に関連した本格的な産学連携が進められるのは国
内では初めてである。
　二酸化炭素の排出による地球温暖化に伴い、集
中豪雨や大型台風の増加、地域的な干ばつなど降
水パターンが変化し風水害などが拡大する可能性
が世界的に話題となっている。上記気候システム
研究センターは、温暖化に伴う気候変動を世界で
最も精密に解析できるコンピューターシミュレー
ションモデルを開発し、温暖化の及ぼす影響を研
究している。これを基本に今後、気候・環境・社
会システムの統合モデルを開発する。日本各地の
災害発生の予測のほか、北米やアジアなど地域ご
とに気候変動によるコメや小麦などの収穫高の変
化の分析も行う。
　近年、異常気象による自然災害は増加傾向にあ
る。2004年は、大型の台風が相次いで日本に上陸し、
社団法人日本損害保険協会の集計した主な風水害
に係る保険金支払見込額の合計は約 7,274 億円に上
り、過去最高となった。世界的に見ると、2005 年
の全世界の保険金支払額は約 800 億ドルで、2004
年の約 450 億ドルから倍増している。特に、米国
本土を襲った８月のハリケーン「カトリーナ」に
よる大きな被害などは記憶に新しい。
　2005 年に、英国保険業協会が台風やサイクロン
のもたらす経済的損害をまとめた報告書によると、
世界の異常気象災害の数と保険金支払額の推移（図
参照）は、1990 年以降、発生数、支払額共に増加
している。強大台風やその被害は、毎年必ず発生
するわけではないが、一端発生すると巨額の被害
をもたらす傾向にあり、損害保険会社の経営にも
影響を与えている。
　東京海上日動火災株式会社は、今回のプロジェク
ト成果を、温暖化の長期リスクを把握した保険料算
定に役立てていく。一方、日本電信電話株式会社環境
エネルギー研究所は、雷発生数の変化などに注目し
ており、温暖化によって落雷が増加した場合に通信
網などが受ける被害を研究する。伊藤忠商事株式
会社は、穀物生産の変化などを見極め、食糧輸入
戦略の策定に役立てたいと考えている。
（注）台風（熱帯低気圧）は発生する場所で呼び方が異なる。
北中米ではハリケーン、インド洋などではサイクロンと呼
んでいる。
世界の異常気象の発生数と保険支払額の推移
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